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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定高さに立設され、その側面に、上下方向に延びる案内面乃至は係止面からなる支持
面が設けられた、所定のワークが保持されるべき基台に対して位置固定に配置される本体
部と、薄肉の平板形態を呈して、上下方向に延びるように且つ該本体部に対向するように
立設され、該本体部の前記支持面と対向する厚さ方向の一方の側面に、上方に向かって拡
開して延びる平坦な傾斜面乃至は突出湾曲面からなる摺動面が設けられる一方、上端部位
の厚肉化された厚肉部分の、該摺動面とは反対側の側面に、前記ワークのクランプを行な
うためのクランプ面が設けられた、前記本体部側からの押圧作用により弾性変形せしめら
れるクランプ部と、それら本体部とクランプ部とをそれぞれの下端部において連結する連
結部とを、一体的構造において備えた金属製のクランプ本体と、
　該クランプ本体の前記本体部と前記クランプ部との間の間隙内に、該本体部の前記支持
面と該クランプ部の前記摺動面にそれぞれ接触せしめられるようにして配置されると共に
、該クランプ部の摺動面が傾斜面のときには、かかる摺動面との接触面が、上下方向にお
いて該摺動面側に向かって凸となる湾曲面からなる押圧面とされる一方、該クランプ部の
摺動面が突出湾曲面のときには、かかる摺動面との接触面が、該摺動面に対向する平坦な
傾斜面からなる押圧面とされて、前記本体部の支持面による案内乃至は係止作用により、
該押圧面において前記クランプ部の摺動面に摺接せしめられつつ、前記間隙内において上
下方向に移動乃至は回動せしめられ得るように構成された移動体と、
　該移動体に対して、自由回転可能に且つ上下方向に一体的に移動可能に乃至は該移動体
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の上下方向の回動を許容するように支持せしめられた状態で、前記クランプ本体の前記連
結部を貫通して延出するように配置され、螺入又は螺出に伴って、かかる移動体を下方に
又は上方に移動乃至は回動せしめ得るように構成したねじ部材と、
　を含み、前記ねじ部材の螺入に伴って、前記移動体が、前記押圧面において、前記クラ
ンプ本体のクランプ部の摺動面に摺接せしめられつつ、下方に移動乃至は回動させられる
ことにより、該クランプ部が、該押圧面にて前記本体部側から押圧されて、該本体部から
離隔する方向に弾性的に傾倒せしめられるように構成して、該クランプ部の前記クランプ
面より前記ワークに対してクランプのための押圧力が作用せしめられるようにしたことを
特徴とするクランプ装置。
【請求項２】
前記クランプ本体が、押出形材にて構成されている請求項１に記載のクランプ装置。
【請求項３】
前記クランプ本体の下面に、凸部が一体的に設けられている一方、該凸部を嵌入せしめ得
る凹部が、前記基台に形成されて、それら凹部と凸部の嵌合によって、少なくとも、該ク
ランプ本体の前記本体部と前記クランプ部との対向方向において、該クランプ本体が固定
せしめられ得るようになっている請求項１又は請求項２に記載のクランプ装置。
【請求項４】
前記クランプ本体の前記本体部が、前記ねじ部材とは別の第二のねじ部材の螺入によって
、該クランプ本体が、前記基台に対して固定されるようになっている請求項１乃至請求項
３の何れかに記載のクランプ装置。
【請求項５】
前記クランプ本体の前記支持面を与える案内面に、前記移動体の下方への所定の移動位置
において、該移動体に対して、その下方への移動を阻止するように係合する係合突部が設
けられている請求項１乃至請求項４の何れかに記載のクランプ装置。
【請求項６】
前記ねじ部材が、その上面の中央部に、回転操作のための操作穴が設けられたＴ頭部を有
する締付ねじにて構成される一方、前記移動体に、上方に向かって開口して、該締付ねじ
のＴ頭部が収容せしめられ、且つ底部において、該締付ねじの脚部が貫通せしめられる、
該Ｔ頭部の高さよりも深い深さの凹所が設けられ、更に、該凹所の開口部側の内周面に、
その周方向に連続して延びる周溝が形成されると共に、該周溝内に、内周部が該凹所内に
突出位置せしめられて、該凹所内の前記締付ねじにおけるＴ頭部の外周部に係合する係合
リングが配置されて構成され、該締付ねじが螺入せしめられるときには、該締付ねじのＴ
頭部が、該凹所の底部に係合せしめられることにより、前記移動体が、該Ｔ頭部にて下方
に押圧されて、該締付ねじと共に下方に移動せしめられる一方、該締付ねじの螺出に際し
ては、該締付ねじのＴ頭部が、前記係合リングを介して、該移動体における周溝の上側側
面に係合せしめられることにより、該移動体が、該Ｔ頭部にて上方に押圧されて、該締付
ねじと共に上方に移動せしめられるようになっている請求項１乃至請求項５の何れかに記
載のクランプ装置。
【請求項７】
前記周溝が、前記移動体の側面において側方に開口せしめられ、かかる開口部を通じて、
前記係合リングが出入りせしめられ得るようになっている請求項６に記載のクランプ装置
。
【請求項８】
前記移動体に設けられた前記凹所の底部と、該凹所に収容される前記締付ねじのＴ頭部と
の間に、該Ｔ頭部を上方に付勢して、該Ｔ頭部に係合せしめられる前記係合リングを、該
凹所の前記周溝の上側側面に接触させる付勢手段が配置される一方、該周溝の開口部にお
ける上側側面に、該周溝の上側側面に接触せしめられた該係合リングの、該開口部を通じ
ての離脱を阻止せしめるための突起が設けられている請求項７に記載のクランプ装置。
【請求項９】
前記クランプ本体の前記支持面を与える係止面に、下側部分が前記クランプ部側に突出す
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る段付き部が形成され、該段付き部に前記移動体の角部が係止されることによって、該移
動体の全体としての下方への移動が阻止せしめられる一方、前記ねじ部材の螺入によって
、該段付き部に係止された該移動体の角部を回転中心として、該移動体が下方に回動せし
められて、前記クランプ部に前記ワークをクランプする方向の押圧力が作用せしめられる
ように構成した請求項１乃至請求項４の何れかに記載のクランプ装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【技術分野】
本発明は、クランプ装置に係り、特に、工作機械の基台（テーブル）に対して所定のワー
ク（被加工物）をクランプして保持せしめるためのクランプ装置の改良された構造に関す
るものである。
【０００２】
【背景技術】
一般に、工作機械の基台に対してワークを保持せしめる際には、各種のバイスやクランプ
装置等が、用いられている。そして、それらのうち、クランプ装置の一種として、上方に
向かって拡開して延びる傾斜面からなる摺動面を有して、工作機械の基台に固定される本
体部材と、かかる本体部材の摺動面に対応した傾斜面からなる押圧面を有すると共に、こ
の押圧面の形成側とは反対側に、ワークをクランプするためのクランプ面を有し、押圧面
が、本体部材の摺動面に対して摺動せしめられることにより、下方に又は上方に移動せし
められつつ、水平方向の前後方向に移動可能とされたクランプ部材と、このクランプ部材
を貫通して設けられた貫通孔に挿通せしめられて、脚部の先端部が、本体部材や基台、或
いは基台に形成されたＴ溝内に移動可能に配置されるＴナット等に設けられたねじ穴に螺
合される、Ｔ頭部等からなる押圧部を備えた締付ねじとを含んでなり、かかる締付ねじが
締め付けられることによって、クランプ部材が、締付ねじと共に、下方と前方に向かって
同時に移動せしめられ、以て、かかるクランプ部材の前方に配置されたワークが、クラン
プ部材のクランプ面と、ワークを挟んで、その前方に固定された所定の支持部材等との間
で、クランプされ得るように構成されたクランプ装置が、従来から知られている（例えば
、特許文献１及び２参照）。
【０００３】
このような構造のクランプ装置にあっては、一般的な構造を有するバイス、即ち、長手形
状を呈し、その長手方向に延びる案内面を有して、基台に固定されるベースと、かかるベ
ースの長手方向の一端部に対して一体的に固設された固定ジョーと、ベースの他端部側に
おいて、固定ジョーに対向して配置され、ベースの案内面による案内によって、固定ジョ
ーに対して接近／離隔移動可能とされた可動ジョーと、可動ジョーの移動を行なわしめる
スピンドルとを含み、かかるスピンドルの回転による可動ジョーの固定ジョーに対する接
近移動によって、それらの間にワークを挟持して、クランプするようにしたバイスに比べ
て、構造が、有利に簡略化され得ているのである。
【０００４】
ところが、かくの如き従来のクランプ装置においては、それを構成する本体部材とクラン
プ部材とが、それぞれ、独立した別個の部材にて構成されているため、単に、ベースを基
台に固定する作業を行なうだけで、装置全体が基台に取り付けられるようになっているバ
イスとは異なって、本体部材を基台に組み付けて、保持させる作業と、クランプ部材を本
体部材や基台に組み付けて、保持せしめる作業の両方を行なわなければ、装置全体を基台
に取り付けることが出来なかったのであり、従って、装置全体の基台に対する組付性乃至
は取付性がバイス等に比べて劣っているといった欠点が、存していたのである。
【０００５】
【特許文献１】
実開昭５８－１２６１４０号公報
【特許文献２】
実開昭６０－１３８６２１号公報



(4) JP 4298260 B2 2009.7.15

10

20

30

40

50

【０００６】
【解決課題】
ここにおいて、本発明は、上述せる如き事情を背景にして為されたものであって、その解
決課題とするところは、簡略な構造をもって、ワークが確実にクランプされ得るばかりで
なく、装置全体が、ワークが保持されるべき基台に対して、より簡単に且つ迅速に取り付
けられ得るクランプ装置を提供することにある。
【０００７】
【解決手段】
　そして、本発明にあっては、かかる技術的課題の解決のために、（ａ）所定高さに立設
され、その側面に、上下方向に延びる案内面乃至は係止面からなる支持面が設けられた、
所定のワークが保持されるべき基台に対して位置固定に配置される本体部と、薄肉の平板
形態を呈して、上下方向に延びるように且つ該本体部に対向するように立設され、該本体
部の前記支持面と対向する厚さ方向の一方の側面に、上方に向かって拡開して延びる平坦
な傾斜面乃至は突出湾曲面からなる摺動面が設けられる一方、上端部位の厚肉化された厚
肉部分の、該摺動面とは反対側の側面に、前記ワークのクランプを行なうためのクランプ
面が設けられた、前記本体部側からの押圧作用により弾性変形せしめられるクランプ部と
、それら本体部とクランプ部とをそれぞれの下端部において連結する連結部とを、一体的
構造において備えた金属製のクランプ本体と、（ｂ）該クランプ本体の前記本体部と前記
クランプ部との間の間隙内に、該本体部の前記支持面と該クランプ部の前記摺動面にそれ
ぞれ接触せしめられるようにして配置されると共に、該クランプ部の摺動面が傾斜面のと
きには、かかる摺動面との接触面が、上下方向において該摺動面側に向かって凸となる湾
曲面からなる押圧面とされる一方、該クランプ部の摺動面が突出湾曲面のときには、かか
る摺動面との接触面が、該摺動面に対向する平坦な傾斜面からなる押圧面とされて、前記
本体部の支持面による案内乃至は係止作用により、該押圧面において前記クランプ部の摺
動面に摺接せしめられつつ、前記間隙内において上下方向に移動乃至は回動せしめられ得
るように構成された移動体と、（ｃ）該移動体に対して、自由回転可能に且つ上下方向に
一体的に移動可能に乃至は該移動体の上下方向の回動を許容するように支持せしめられた
状態で、前記クランプ本体の前記連結部を貫通して延出するように配置され、螺入又は螺
出に伴って、かかる移動体を下方に又は上方に移動乃至は回動せしめ得るように構成した
ねじ部材とを含み、前記ねじ部材の螺入に伴って、前記移動体が、前記押圧面において、
前記クランプ本体のクランプ部の摺動面に摺接せしめられつつ、下方に移動乃至は回動さ
せられることにより、該クランプ部が、該押圧面にて前記本体部側から押圧されて、該本
体部から離隔する方向に弾性的に傾倒せしめられるように構成して、該クランプ部の前記
クランプ面より前記ワークに対してクランプのための押圧力が作用せしめられるようにし
たことを特徴とするクランプ装置を、その要旨とするものである。
【０００８】
要するに、本発明に従うクランプ装置にあっては、本体部と、クランプ部と、それらを連
結する連結部とを、一体的構造において備えたクランプ本体と、移動体とねじ部材とにて
構成されているところから、従来のクランプ装置と同様に、バイス等に比して、構造の簡
略化が、有利に図られ得ているのである。
【０００９】
しかも、かかる本発明装置では、クランプ本体が、本体部とクランプ部と連結部とを有す
る一体品にて構成されているために、単に、クランプ本体を基台に取り付けるだけで、本
体部とクランプ部とが、基台に対して、一挙に組み付けられ得て、保持せしめられ得るの
であり、それ故に、本体部材とクランプ部材とが独立した別部材とされた従来装置とは異
なって、本体部を基台に組み付けて、保持させるための作業と、クランプ部を基台に組み
付けて、保持させるための作業とが、一回の作業で、迅速に且つ確実に完了せしめられ得
るのである。
【００１０】
また、本発明に従うクランプ装置においては、クランプ本体における本体部のクランプ部
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に対する対向面に、上下方向に延びる案内面乃至は係止面からなる支持面が設けられる一
方、クランプ部の本体部に対する対向面に、上方に向かって拡開する傾斜面乃至は突出湾
曲面からなる摺動面が設けられ、更に、かかる摺動面に接触せしめられる移動体の接触面
には、上下方向において摺動面側に向かって凸となる湾曲面乃至は摺動面に対向する傾斜
面からなる押圧面が形成されており、そして、ねじ部材の螺入に伴って、移動体が、クラ
ンプ本体における本体部の支持面にて案内乃至は係止されると共に、押圧面において、ク
ランプ部の摺動面に摺接せしめられつつ、ねじ部材と共に下方に移動、乃至は下方に回動
せしめられるようになっているところから、そのような移動体の下方への移動乃至は回動
の際に、押圧面の摺動面に対する接触部位（摺接部位）が、接線の傾きが小さくなる下方
側の部位に、漸次変化せしめられる一方、摺動面の押圧面に対する接触部位（摺接部位）
も、押圧面の摺動面に対する接触部位に対応して、下方側の部位に、漸次変化せしめられ
るようになるのである。
【００１１】
それ故に、この本発明に従うクランプ装置においては、移動体の下方への移動乃至は回動
に伴って、クランプ部が、移動体から離間せしめられることなく、移動体の押圧面にて、
本体部側から確実に押圧されて、本体部から離隔する方向に、徐々に弾性的に傾倒せしめ
られて、クランプ部のクランプ面よりワークに対してクランプのための押圧力が安定的に
作用せしめられ得るのであり、それによって、かかるクランプ面と、それに対向して、基
台に固定される所定の支持部材等との間において、ワークが挟持されて、確実に且つ安定
的にクランプされ得ることとなるのである。
【００１２】
従って、かくの如き本発明に従うクランプ装置にあっては、簡略な構造をもって、ワーク
が、確実に且つ安定的にクランプされ得るばかりでなく、装置全体が、ワークが保持され
るべき基台に対して、より簡単に且つ迅速に取り付けられ得るのであり、以て、従来装置
では到底得られない優れた使用性が、極めて有利に発揮され得ることとなるのである。
【００１３】
なお、このような本発明に従うクランプ装置の好ましい態様の一つによれば、前記クラン
プ本体が、押出形材にて構成され、これによって、クランプ本体の大量生産が、極めて低
コストに且つ容易に実現され得るのであり、その結果として、クランプ装置全体の製作コ
ストの低下と製作性の向上とが、極めて有利に図られ得ることとなるのである。
【００１４】
また、本発明に従うクランプ装置の別の有利な態様の一つによれば、前記クランプ本体の
下面に、凸部が一体的に設けられる一方、該凸部を嵌入せしめ得る凹部が、前記基台に形
成されて、それら凹部と凸部の嵌合によって、少なくとも、該クランプ本体の前記本体部
と前記クランプ部との対向方向において、該クランプ本体が固定せしめられ得るように構
成される。
【００１５】
このような構成を有するクランプ装置にあっては、移動体の下方への移動乃至は回動に伴
って、その押圧面が、クランプ部の摺動面に摺動せしめられることにより、クランプ部が
、移動体の押圧面にて押圧されて、本体部から離隔する方向に傾倒せしめられ、以て、か
かるクランプ部のクランプ面と、基台に固定される所定の支持部材等との間で、ワークが
挟持されて、クランプされるときに、クランプ部に対して、ワークから及ぼされるクラン
プ力の反力によって、クランプ本体がワーク側とは反対側に傾いて、浮き上がったり、或
いは倒れたりするようなことが有利に防止され得るのであり、その結果として、ワークが
、より安定的にクランプされ得ることとなるのである。
【００１６】
さらに、本発明に従うクランプ装置の望ましい他の態様の一つによれば、前記クランプ本
体の前記本体部が、前記ねじ部材とは別の第二のねじ部材にて、前記基台に対してねじ止
めにより固定されることによって、該クランプ本体が、該基台に対して固定される。この
ような構成を有するクランプ装置にあっては、ワークをクランプするときに、ワークから
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及ぼされるクランプ力の反力によって、クランプ本体が浮き上がったり、倒れたりするよ
うなことが、より有利に防止され得るのであり、以て、ワークのクランプが、更に一層安
定的に行なわれ得ることとなるのである。
【００１７】
更にまた、本発明に従うクランプ装置の別の好ましい態様の一つによれば、前記クランプ
本体の前記支持面を与える案内面に、前記移動体の下方への所定の移動位置において、該
移動体に対して、その下方への移動を阻止するように係合する係合突部が設けられる。こ
のような構成を採用すれば、移動体が下方に向かって過剰に移動せしめられることによっ
て、クランプ部が、その弾性限界を超える量において変形し、傾倒せしめられて、破損乃
至は損傷したり、或いは弾性変形前の状態に復元不可能な塑性変形してしまうようなこと
が有利に防止され得るのであり、その結果として、使用耐久性の向上が、効果的に図られ
得ることとなるのである。
【００１８】
また、本発明に従うクランプ装置の有利な更に他の態様の一つによれば、前記ねじ部材が
、その上面の中央部に、回転操作のための操作穴が設けられたＴ頭部を有する締付ねじに
て構成される一方、前記移動体に、上方に向かって開口して、該締付ねじのＴ頭部が収容
せしめられ、且つ底部において、該締付ねじの脚部が貫通せしめられる、該Ｔ頭部の高さ
よりも深い深さの凹所が設けられ、更に、該凹所の開口部側の内周面に、その周方向に連
続して延びる周溝が形成されると共に、該周溝内に、内周部が該凹所内に突出位置せしめ
られて、該凹所内の前記締付ねじにおけるＴ頭部の外周部に係合する係合リングが配置さ
れて構成され、該締付ねじが螺入せしめられるときには、該締付ねじのＴ頭部が、該凹所
の底部に係合せしめられることにより、前記移動体が、該Ｔ頭部にて下方に押圧されて、
該締付ねじと共に下方に移動せしめられる一方、該締付ねじの螺出に際しては、該締付ね
じのＴ頭部が、前記係合リングを介して、該移動体における周溝の上側側面に係合せしめ
られることにより、該移動体が、該Ｔ頭部にて上方に押圧されて、該締付ねじと共に上方
に移動せしめられるように構成される。これによって、ねじ部材が、移動体に対して、回
転可能で且つ上下方向に一体移動可能な状態下において、確実に支持され得るのであり、
以て、ワークのクランプが、より安定的に行なわれ得ることとなるのである。
【００１９】
なお、本発明に従うクランプ装置において、ねじ部材が、上述の如き締付ねじにて構成さ
れると共に、かかる締付ねじが、下方又は上方に移動せしめられたときに、移動体に設け
られた凹所の底部や、かかる凹所内に配設された係合リングに係合することによって、移
動体が、締付ねじと共に、下方又は上方に移動せしめられるように構成される場合には、
好ましくは、凹所の開口部側の内周面に設けられて、係合リングが配設される周溝が、移
動体の側面において側方に開口せしめられ、かかる開口部を通じて、係合リングが出入り
せしめられ得るように構成されることとなる。これによって、係合リングを、移動体にお
ける凹所の周溝内に、より容易に配設せしめることが可能となり、以て、移動体、ひいて
はクランプ装置全体の製作性が、更に一層効果的に高められ得るのである。
【００２０】
また、そのように、周溝が、押圧部の側面において開口せしめられる場合にあっては、有
利には、前記移動体に設けられた前記凹所の底部と、該凹所に収容される前記締付ねじの
Ｔ頭部との間に、該Ｔ頭部を上方に付勢して、該Ｔ頭部に係合せしめられる前記係合リン
グを、該凹所の前記周溝の上側側面に接触させる付勢手段が配置される一方、該周溝の開
口部における上側側面に、該周溝の上側側面に接触せしめられた該係合リングの、該開口
部を通じての離脱を阻止せしめるための突起が設けられて、構成される。これによって、
上述の如き係合リングの移動体に対する良好な組付性を損なうことなく、係合リングの移
動体からの離脱が有利に阻止され得ることとなり、その結果として、クランプ装置全体の
優れた製作性を確保しつつ、その使用性の更なる向上が、有利に実現せしめられ得るので
ある。
【００２１】



(7) JP 4298260 B2 2009.7.15

10

20

30

40

50

さらに、本発明に従うクランプ装置の別の好ましい態様の一つによれば、前記クランプ本
体の前記支持面を与える係止面に、下側部分が前記クランプ部側に突出する段付き部が形
成され、該段付き部に前記移動体の角部が係止されることによって、該移動体の全体とし
ての下方への移動が阻止せしめられる一方、前記ねじ部材の螺入によって、該段付き部に
係止された該移動体の角部を回転中心として、該移動体が下方に回動せしめられて、前記
クランプ部に前記ワークをクランプする方向の押圧力が作用せしめられるように構成され
ることとなる。このような移動体の上下方向の回動作用によって、クランプ本体のクラン
プ部を弾性的に傾倒せしめて、そのクランプ面を通じて、ワークに対して有効な押圧力を
作用せしめることが可能となるのであり、これによっても、上記した移動体が上下方向に
移動せしめる場合と同様な作用・効果を享受することが出来るのである。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を更に具体的に明らかにするために、本発明に係るクランプ装置の構成につ
いて、図面を参照しつつ、詳細に説明することとする。
【００２３】
先ず、図１及び図２には、本発明に従う構造を有するクランプ装置の一実施形態が、その
縦断面形態と上面形態とにおいて、それぞれ概略的に示されている。そして、それら図１
及び図２から明らかなように、クランプ装置１０は、クランプ本体１１と移動体１２と締
付ねじ１３とを有して、構成されている。
【００２４】
より具体的には、このクランプ装置１０を構成するクランプ本体１１は、例えば、アルミ
ニウム合金製の押出形材にて、構成されている。即ち、ここでは、公知の押出成形機とア
ルミニウム合金材料からなるビレットとを用いて、図１に示される如き横断面形状を有す
る長手の押出形材を、従来と同様にして押出成形した後、この長手の押出形材を、所定の
長さで、複数に分割することによって得られる複数の分割体のそれぞれのものにて、クラ
ンプ本体１１が、一体構造において構成されているのである。
【００２５】
また、このような押出形材からなるクランプ本体１１は、所定高さをもって、立設せしめ
られた本体部１４と、かかる本体部１４に対して所定距離を隔てて対向するように立設せ
しめられたクランプ部１６と、それら本体部１４とクランプ部１６とを連結せしめる連結
部１８とを、一体的構造において備えている（図４参照）。そして、本体部１４は、比較
的に厚い肉厚を有する略矩形のブロック形態を呈しており、クランプ部１６との対向側の
側面が、本体部１４とクランプ部１６の対向方向（図１中、左右方向）に対して垂直に交
わる平面形態をもって上下方向に延びる案内面２０とされている。従って、ここでは、か
かる案内面２０が、本発明における支持面となっているのである。また、この案内面２０
にあっては、その高さ方向の中間部に、下側部分を、上側部分よりも厚肉となるように、
クランプ部１６側に突出させる段差２２が設けられており、これによって、かかる段差２
２よりも下側の突出部分が、係合突部２４とされている。
【００２６】
一方、クランプ部１６は、薄肉の平板形態を呈し、本体部１４の前記案内面２０に対して
、所定距離だけ隔てた位置において、厚さ方向の一方の側面を本体部１４の案内面２０に
対向させた状態で、上下方向に真っ直ぐに延びるように直立せしめられて、配置されてい
る。また、このクランプ部１６にあっては、その上端部位が、前方に向かって突出せしめ
られて厚肉化された厚肉部分とされている。そして、そのような上端の厚肉部分における
本体部１４の案内面２０との対向側の側面が、上方に向かって拡開する、換言すれば、案
内面２０とは反対側に向かって上傾する傾斜面からなる摺動面２６とされている一方、案
内面２０との対向側とは反対側の側面が、該案内面２０との対向方向に対して垂直に交わ
る平面からなるクランプ面２８とされているのである。
【００２７】
また、かかるクランプ部１６と本体部１４との間に位置せしめられた連結部１８は、本体
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部１４よりも薄く且つクランプ部１６よりも厚い肉厚と、それら本体部１４とクランプ部
１６との間の距離に対応した幅（図１中、左右方向の寸法）とを備えた平板形態を有して
いる。そして、幅方向の一方側部位において、本体部１４の下端部に対して、全長に亘っ
て一体的に接続されている一方、幅方向の他方側部位において、クランプ部１６の下端部
に対して、全長に亘って一体的に接続されている。即ち、換言すれば、連結部１８は、本
体部１４とクランプ部１６のそれぞれの下端部の間に、それらの対向方向に延びるように
配置されて、本体部１４とクランプ部１６とを、それぞれの下端部において、各々一体的
に連結しているのである。なお、かかる連結部１８にあっては、その下面に、所定高さ突
出し、且つ本体部１４とクランプ部１６の対向方向に直角な長さ方向（図１中、紙面に垂
直な方向）に連続して延びる、凸部としての凸条３０が、一体的に設けられており、また
、中心部には、該中心部を凸条３０と共に厚さ方向に貫通する円形の貫通孔３２が、形成
されている。
【００２８】
かくして、ここでは、クランプ本体１１が、ブロック形態を呈する本体部１４と、それに
対向配置された、薄肉の平板形態を呈するクランプ部１６と、それらをそれぞれの下端部
において一体的に連結する連結部１８とを備えた、アルミニウム合金製の一体品として、
構成されているのである。そして、それにより、ブロック形態を呈する本体部１４に対し
て、それをクランプ部１６側から押圧する作用力が加えられた際には、本体部１４が、何
等変位乃至は変形せしめられないものの、薄肉の平板形態を呈するクランプ部１６に対し
て、それを本体部１４側から押圧する作用力が加えられたときには、かかるクランプ部１
６が、弾性変形せしめられ、この弾性変形作用に基づいて、本体部１４から離隔する方向
に、直立状態から傾けられるようになっているのである（図６参照）。
【００２９】
一方、かくの如き構造を有するクランプ本体１１と共に、クランプ装置１０を構成する移
動体１２は、図３に示されるように、例えば、クランプ本体１１を与えるアルミニウム合
金材料よりも硬質の金属材料からなる、全体として、クランプ本体１１よりも小さな略矩
形形状を呈するブロック形態を有して、構成されている。
【００３０】
また、かかる移動体１２にあっては、四つの側面のうちの一つの側面に、側方に向かって
突出し、且つその突出高さが上部に向かうに従って、異なる量にて徐々に大きくなる突出
部３８が一体的に設けられており、それによって、この突出部３８が設けられた側面が、
側方に向かって凸となり、且つ下側に向かうに従って、接線の傾きが次第に小さくなる湾
曲面にて構成された押圧面４０とされている。一方、この移動体１２における押圧面４０
とは反対側の側面は、かかる押圧面４０とされた側面との対向方向（図３中、左右方向）
に対して垂直に交わる平面形態をもって上下方向に延びる被案内面４２とされている。
【００３１】
さらに、この移動体１２においては、その中心部に、上方に向かって開口する円形の凹所
４４が、所定の深さを有して設けられており、また、この円形の凹所４４の底部には、凹
所４４よりも一周り小さな大きさをもって、かかる底部を貫通して延びる円形の貫通孔４
６が、形成されている。つまり、ここでは、移動体１２の中心部に対して、上部が大径の
凹所４４からなり、且つ下部が小径の貫通孔４６からなる段付の中心孔４８が、移動体１
２の中心部を厚さ方向に貫通して延びるように、形成されているのである。
【００３２】
また、このような移動体１２の中心孔４８（凹所４４）の上側開口部側の内周面には、比
較的に浅い深さと狭い幅とをもって凹陥して、周方向に連続して延びる周溝５２が、形成
されている。更に、この周溝５２は、移動体１２の側面にて形成された前記被案内面４２
において、側方に開口せしめられており、また、その開口部の上面の左右両側部には、下
方に向かって突出する突起５６が、それぞれ、一つずつ、一体形成されている（図２参照
）。
【００３３】
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そして、図１から明らかな如く、このような移動体１２の中心孔４８における凹所４４の
底面、換言すれば、互いに径の異なる凹所４４と貫通孔４６とを段付けする段付け面上に
、貫通孔４６と略同径の円形孔が中心部に設けられてなる、上方に向かって付勢力を発揮
する付勢手段としての皿ばね５０が、載置されており、また、かかる凹所４４の内周面に
設けられた周溝５２内には、円環板形態を呈する係合リング５４が、収容されている。
【００３４】
なお、この周溝５２内に収容された係合リング５４は、周溝５２の開口部の上面に設けら
れた突起５６，５６の先端部から周溝５２の開口部の下面までの距離によりも薄い厚さと
、凹所４４の径よりも所定寸法小さな内径とを有している。これによって、かかる係合リ
ング５４にあっては、周溝５２の下側側面に接触せしめられた状態下で、開口部を通じて
、周溝５２内に容易に出入りせしめられ得るものの、周溝５２の上側側面に接触せしめら
れた状態では、開口部の上面に設けられた突起５６，５６にて、周溝５２内からの離脱が
阻止され得るようになってるのである。また、周溝５２内に収容せしめられた状態下では
、その内周部分が、周溝５２内からはみ出して、凹所４４内に突出位置せしめられている
のである（図２参照）。
【００３５】
一方、締付ねじ１３は、上面の中心部に、回転操作のための操作穴たる六角穴５７が設け
られたＴ頭部５８と、外周面に雄ねじが刻設された脚部６０とを有する、六角穴付のＴボ
ルトにて構成されている。また、かかる締付ねじ１３のＴ頭部５８は、前記移動体１２の
凹所４４の深さ寸法よりも、所定寸法小さな高さと、凹所４４の内径よりも一周り小さな
外径とを有しており、更に、脚部６０は、移動体１２の貫通孔４６の内径よりも所定寸法
小さな外径と、該貫通孔４６の延出長さよりも十分に長い長さとを有している。
【００３６】
そして、このような締付ねじ１３が、Ｔ頭部５８において、凹所４４内に収容せしめられ
ると共に、脚部６０の先端部を貫通孔４６から下方に延出せしめた状態で、移動体１２の
中心孔４８内に挿入されており、また、凹所４４内に収容されたＴ頭部５８が、その下面
において、凹所４４の底面上に載置された前記皿ばね５０の上面に係合せしめられて、こ
の皿ばね５０の付勢力により、上方に付勢せしめられている。そして、それによって、か
かる締付ねじ１３のＴ頭部５８が、その上面において、前記周溝５２内に収容された係合
リング５４の、凹所４４内に位置せしめられた内周部の下面に係合せしめられ、またその
一方で、かかる係合リング５４の外周部が、周溝５２の上側側面に係合せしめられている
。
【００３７】
かくして、ここでは、締付ねじ１３のＴ頭部５８が、皿ばね５０の付勢力に基づく挟持力
にて、皿ばね５０と係合リング５４とを介して、中心孔４８における凹所４４の底面と周
溝５２の上側側面との間で挟持せしめられ、以て、締付ねじ１３が、移動体１２に対して
、自由回転可能に、且つ一体的に移動可能に支持されているのである。また、このような
締付ねじ１３の移動体１２に対する支持状態下で、係合リング５４の外周部が、皿ばね５
０の付勢力にて、周溝５２の上側側面に接触せしめられていることによって、周溝５２の
前記開口部を通じての係合リング５４の離脱が阻止されるようになっている。
【００３８】
そして、本実施形態のクランプ装置１０にあっては、かくの如き構造とされた移動体１２
が、移動体１２の被案内面４２を、クランプ本体１１における本体部１４の案内面２０に
接触せしめると共に、押圧面４０を、クランプ本体１１におけるクランプ部１６の摺動面
２６に接触せしめ、更に、中心孔４８から下方に延出せしめられた締付ねじ１３の脚部６
０の先端部分を、クランプ本体１１の連結部１８に設けられた貫通孔３２に挿通せしめた
状態下で、クランプ本体１１の本体部１４とクランプ部１６との間の間隙内に配置されて
いる。
【００３９】
これによって、ここでは、後述する如く、締付ねじ１３の基台（６２）に対する螺入又は
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基台（６２）からの螺出に伴って、移動体１２が、被案内面４２において、クランプ本体
１１における本体部１４の案内面２０にて案内されて、押圧面４０において、クランプ部
１６の摺動面２６に摺接せしめられつつ、締付ねじ１３と共に、クランプ本体１１の本体
部１４とクランプ部１６との間の間隙内を上下方向に一体的に移動せしめられ得るように
構成されているのである。
【００４０】
ところで、このようなクランプ装置１０にて、所定のワークをクランプして、工作機械の
基台等に保持させる場合には、例えば、先ず、図４に示されるように、前記クランプ本体
１１における連結部１８の下面に設けられた凸条３０に対応する形状をもって、基台６２
の上面に形成された凹溝６４内に、かかる連結部１８の凸条３０が嵌入せしめられて、ク
ランプ装置１０のクランプ本体１１が、基台６２上に載置される。また、その一方で、基
台６２に保持されるべきワーク６６が、クランプ本体１１のクランプ部１６におけるクラ
ンプ面２８に接触乃至は近接せしめられた状態で、基台６２上に載置されると共に、この
ワーク６６を挟んだ、クランプ本体１１とは反対側に、図示しない公知の支持装置等が、
ワーク６６に接触乃至は近接せしめられた状態で、基台６２に固定される。
【００４１】
次いで、基台６２上に載置されたクランプ本体１１の本体部１４とクランプ部１６との間
の間隙内に、移動体１２が、その被案内面４２と押圧面４０とを、本体部１４の案内面２
０とクランプ部１６の摺動面２６とに、それぞれ接触させた状態で、配置されると共に、
かかる移動体１２における締付ねじ１３の脚部６０の先端部分が、クランプ本体１１の連
結部１８に設けられた貫通孔３２に挿通せしめられる。そして、この締付ねじ１３の上面
の六角穴５７内に、例えば六角レンチ等の適当な治具（図示せず）が挿入されて、締付ね
じ１３が回転操作せしめられることにより、その脚部６０の先端部分が、基台６２の凹溝
６４の底面に設けられたねじ穴６８に螺入せしめられることによって、図５に示される如
く、移動体１２が、被案内面４２と押圧面４０とにおいて、クランプ本体１１における本
体部１４の案内面２０とクランプ部１６の摺動面２６とに接触せしめられた状態で、クラ
ンプ本体１１に組み付けられると共に、本体部１４を含むクランプ本体１１全体が、基台
６２に対して固定される。
【００４２】
そして、引き続き、締付ねじ１３が、ねじ穴６８に更に螺入されるように、締め付けられ
ることによって、図６に示される如く、移動体１２における凹所４４の底面が、皿ばね５
０を介して、締付ねじ１３のＴ頭部５８の下面にて下方に押圧されて、移動体１２が、そ
の被案内面４２において、クランプ本体１１における本体部１４の案内面２０によって案
内されつつ、鉛直下方に向かって移動せしめられ、また、そのような移動体１２の鉛直下
方への移動時に、押圧面４０が、本体部１４の摺動面２６に摺接せしめられる。
【００４３】
このとき、移動体１２の鉛直下方への移動に伴って、本体部１４の摺動面２６に対する移
動体１２の押圧面４０の接触部位（摺接部位）が、湾曲面とされた押圧面４０における接
線の傾きが小さくなる下方側の部位に漸次変化せしめられる一方、かかる押圧面４０に対
する摺動面２６の接触部位（摺接部位）も、押圧面４０の摺動面２６に対する接触部位に
対応して、下方側の部位に漸次変化せしめられつつ、クランプ部１６が、摺動面２６にお
いて、移動体１２の押圧面４０にて押圧されて、直立状態から弾性的に前傾せしめられ、
それによって、クランプ部１６のクランプ面２８よりワーク６６に対してクランプのため
の押圧力が作用せしめられる。そして、その結果、クランプ部１６のクランプ面２８と、
図示しない支持装置との間で、ワーク６６がクランプされて、基台６２上に保持されるこ
ととなるのである。
【００４４】
なお、図６からも明らかなように、ここでは、本体部１４の案内面２０の高さ方向の中間
部に段差２２が設けられて、この段差２２よりも下側の部分が前方に突出する係合凸部２
４とされているため、締付ねじ１３の締付けに伴って、案内面２０に案内されつつ鉛直下
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方に移動せしめられる移動体１２の下面が、案内面２０の段差２２に当接せしめられて、
係合凸部２４に係合せしめられることによって、かかる移動体１２の鉛直下方への移動が
停止せしめられることとなる。そして、それによって、移動体１２が鉛直下方に向かって
過剰に移動せしめられて、クランプ部１６が、その弾性限界を超える量において変形し、
前傾せしめられるようなことが、防止され得るようになっているのであり、以て、優れた
使用耐久性が確保され得ているのである。
【００４５】
また、クランプ本体１１が、連結部１８の下面に一体形成された凸条３０を、基台６２の
上面に設けられた凹溝６４内に嵌入させた状態で、基台６２に固定されるようになってい
るため、クランプ部１６にてワーク６６をクランプした際に、クランプ本体１１に対して
、ワーク６６からクランプ力に対する反力が作用せしめられても、突条３０の前後に位置
する各側面が、それらに対応する凹溝６４の各側面に係合せしめられ、それにより、かか
るクランプ力に対する反力にて、クランプ本体１１が、後方に傾いたりして、基台６２上
から浮上がったりするようなことが、防止され得るようになっているのである。そして、
その結果として、ワーク６６が、より安定的にクランプされ得ることとなるのである。
【００４６】
一方、かくしてクランプ装置１０におけるクランプ部１６のクランプ面２８と図示しない
支持装置との間でクランプされたワーク６６のクランプ状態の解消は、締付ねじ１３が緩
められることによって、容易に実施されることとなる。
【００４７】
すなわち、基台６２のねじ穴６８に螺入されて、締め付けられた締付ねじ１３が、適当な
治具を用いて緩められて、上方に移動せしめられるときに、移動体１２における移動体１
２の凹所４４の周溝５２内に収容された係合リング５４が、締付ねじ１３のＴ頭部５８に
係合された内周部において、かかるＴ頭部５８の上面にて上方に向かって押圧される一方
で、その押圧力にて、移動体１２の周溝５２の上側側面が、係合リング５４の外周部にて
押圧される。これによって、移動体１２が、係合リング５４を介して、締付ねじ１３のＴ
頭部５８にて上方に押圧されて、被案内面４２において、クランプ本体１１における本体
部１４の案内面２０によって案内されつつ、鉛直上方に向かって移動せしめられ、また、
そのような移動体１２の鉛直上方への移動時に、押圧面４０が、本体部１４の摺動面２６
に摺接せしめられる。
【００４８】
そして、このような移動体１２の鉛直上方への移動に伴って、移動体１２の押圧面４０に
よる本体部１４の摺動面２６に対する押圧力が徐々に弱められ、それによって、クランプ
部１６の復元力に基づいて、かかるクランプ部１６が、前傾状態から、図４に示される如
き、弾性的に前傾せしめられる前の直立状態に復帰せしめられて、クランプ部１６のクラ
ンプ面２８よりワーク６６に対して作用せしめられていたクランプのための押圧力が解消
され、以て、クランプ部１６のクランプ面２８と図示しない支持装置の間でのワーク６６
のクランプも、解消されることとなるのである。
【００４９】
このように、本実施形態に係るクランプ装置１０にあっては、クランプ本体１１が基台６
２上に載置される一方、このクランプ本体１１の本体部１４とクランプ部１６との間に配
置された移動体１２の締付ねじ１３が、クランプ本体１１の連結部１８の貫通孔３２に挿
通せしめられた状態で、基台６２のねじ穴６８に螺入されることによって、本体部１４と
クランプ部１６とが、基台６２に対して、一挙に組み付けられて、取り付けられるように
なっているのであり、それ故に、例えば、本体部材を基台６２に固定した後、この本体部
材にクランプ部材を組み付け、更に、締付ねじが、クランプ部材に挿通された状態下で締
め付けられることにより、本体部材とクランプ部材とが、別々の取付作業によって基台６
２に取り付けられるような構造とされた従来装置とは異なって、装置全体が、基台６２に
対して、迅速な作業にて、確実に取り付けられる得るのである。
【００５０】
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また、かかるクランプ装置１０においては、クランプ本体１１が、本体部１４とクランプ
部１６とそれらを連結する連結部１８とを、一体的構造において備えて構成されていると
ころから、本体部材とクランプ部材とが独立した別個の部材にて構成された従来装置に比
して、構成部品の部品点数の削減が有利に図られており、それによって、装置全体の構造
が効果的に簡略化され得ているのである。
【００５１】
さらに、本実施形態のクランプ装置１０では、移動体１２のクランプ本体１１に対する組
付状態下で、移動体１２の押圧面４０が、クランプ部１６の摺動面２６側に向かって凸と
なる湾曲面にて構成されていることによって、かかる押圧面４０が、移動体１２の下方へ
の移動に伴って、クランプ本体１１におけるクランプ部１６の摺動面２６に摺動せしめら
れる際に、かかる摺動面２６に対する押圧面４０の接触部位が、押圧面４０における接線
の傾きが小さくなる下方側の部位に漸次変化せしめられる一方、押圧面４０に対する摺動
面２６の接触部位も、押圧面４０の摺動面２６に対する接触部位に対応して、下方側の部
位に、漸次変化せしめられるようになっているところから、移動体１２の下方への移動の
最中に、移動体１２の押圧面４０が、クランプ部１６の摺動面２６から、何等離間せしめ
られることなく、終始、確実に摺接せしめられ得るのであり、その結果として、移動体１
２の下方への移動時に、クランプ部１６が、移動体１２の押圧面４０にて確実に押圧され
て、徐々に且つ安定的に前傾せしめられ得るのである。
【００５２】
従って、このような本実施形態に係るクランプ装置１０にあっては、基台６２に対して、
より簡単に且つ迅速に取り付けられ得ると共に、ワーク６６が、確実に且つ安定的にクラ
ンプされ得るといった優れた使用性が、極めて効果的に発揮され得ることとなるのである
。
【００５３】
また、かかる本実施形態のクランプ装置１０においては、クランプ本体１１が、公知の押
出成形により成形される長手の押出形材を、所定の長さで、複数に分割することによって
得られる複数の分割体のそれぞれのものにて構成されているところから、クランプ本体１
１として、低コストに且つ容易に生産され得る部材が使用され得るのであり、その結果と
して、クランプ装置１０全体の製作コストの低下と製作性の向上とが、極めて有利に図ら
れ得ることとなるのである。
【００５４】
さらに、かかる本実施形態では、係合リング５４が配置される移動体１２の周溝５２が、
移動体１２の被案内面４２に設けられた開口部において後方に開口せしめられ、この開口
部を通じて、係合リング５４が周溝５２内に挿入されて、配置され得るようになっている
ため、締付ねじ１３のＴ頭部５８を、移動体１２の凹所４４内に収容せしめた状態で、係
合リング５４を周溝５２内に配置せしめることが、容易に行なわれ得るのであり、それに
よって、締付ねじ１３の移動体１２に対する組付性が、より効果的に高められ得、以て、
移動体１２、ひいてはクランプ装置１０全体の製作性の向上が、更に一層、効果的に達成
され得るのである。
【００５５】
また、本実施形態のクランプ装置１０にあっては、締付ねじ１３のＴ頭部５８と、その上
面に係合せしめられた係合リング５４とが、移動体１２の凹所４４内に配設された皿ばね
５０にて、上方に付勢せしめられて、係合リング５４が、周溝５２の上側側面に接触配置
されていると共に、周溝５２の開口部の上側側面に、突起５６，５６が設けられて、周溝
５２の上側側面に接触配置された係合リング５４の、周溝５２の開口部からの離脱が阻止
されるようになっているところから、係合リング５４が、周溝５２内に容易に挿入される
ものの、その容易な離脱が阻止される得ることとなり、以て、クランプ装置１０全体の優
れた製作性を確保しつつ、その使用性の更なる向上が、有利に実現せしめられ得るのであ
る。
【００５６】
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次に、図７及び図８には、上述せる如き実施形態とは、基台６２に対する取付構造等にお
いて異なる実施形態が、示されている。なお、それら図７及び図８においては、前記実施
形態と同様な構造とされた部材及び部位について、図１乃至図６と同様な符号を付すこと
により、その詳細な説明は省略した。
【００５７】
すなわち、本実施形態に係るクランプ装置７０にあっては、クランプ本体１１の本体部１
４に、上部が大径化せしめられた段付の円形形状を呈する挿通孔７２が、中心部を高さ方
向に貫通して、形成されている。そして、この挿通孔７２内に、上面に六角穴７３が設け
られた、第二のねじ部材としての取付ボルト７４が挿通せしめられ、この取付ボルト７４
が、基台６２に設けられた、締付ねじ１３が螺入せしめられるねじ穴６８とは別のねじ穴
７６に螺合せしめられることにより、クランプ本体１１が、基台６２上に固定されるよう
になっているのである。
【００５８】
また、ここでは、移動体１２の移動体１２の前面が、その全面に亘って、クランプ部１６
の摺動面２６側に向かって凸となる湾曲面からなる押圧面４０とされており、更に、クラ
ンプ本体１１におけるクランプ部１６の、本体部１４の案内面２０との対向面の全面が、
上方に向かって拡開する傾斜面からなる摺動面２６とされている。
【００５９】
このような構造を有する本実施形態のクランプ装置７０にあっても、図８に示されるよう
に、移動体１２の締付ねじ１３が締付けられて、移動体１２が、被案内面４２において、
クランプ本体１１における本体部１４の案内面２０に案内されつつ、鉛直下方に移動せし
められるのに伴って、移動体１２の押圧面４０が、クランプ本体１１におけるクランプ部
１６の摺動面２６に摺接せしめられると共に、かかる移動体１２の押圧面４０にて、クラ
ンプ部１６の摺動面２６が押圧されて、クランプ部１６が、本体部１４から離隔する方向
に、徐々に弾性的に傾けられるようになっている。そして、そのようなクランプ部１６の
クランプ面２８と、図示しない支持装置との間で、ワーク６６をクランプし得るようにな
っているのである。
【００６０】
このように、本実施形態に係るクランプ装置７０においても、クランプ本体１１が、互い
に対向して立設された本体部１４とクランプ部１６と、それらを連結する連結部１８とを
一体的構造において備えて構成され、また、移動体１２の移動体１２における、クランプ
部１６の摺動面２６との接触面に、かかる摺動面２６側に向かって凸となる湾曲面からな
る押圧面４０が形成されてなり、この移動体１２が、クランプ本体１１の本体部１４とク
ランプ部１６との間の間隙内に配置された状態下で、下方に移動せしめられるのに伴って
、クランプ部１６の摺動面２６が、移動体１２の押圧面４０に押圧されて、クランプ部１
６が、本体部１４から離隔する方向に、徐々に弾性的に傾けられ、以てワーク６６がクラ
ンプされ得るようになっているところから、前記実施形態において奏され得る幾つかの優
れた特徴が、悉く、有利に発揮され得るのである。
【００６１】
しかも、本実施形態にあっては、クランプ本体１１における本体部１４の挿通孔７２に挿
通せしめられた取付ボルト７４にて、クランプ本体１１が、基台６２に固定されるように
なっているため、ワーク６６をクランプするときに、ワーク６６から及ぼされるクランプ
力の反力によって、クランプ本体１１が本体部１４側に傾いたりして、基台６２から浮上
がってしまうようなことが、より有利に防止され得るのであり、その結果として、ワーク
６６が、更に一層安定的にクランプされ得ることとなるのである。
【００６２】
さらに、図９～図１１には、移動体１２が、前述せる実施形態の如く、上下方向に移動す
るものではなく、上下方向に回動せしめられることによって、クランプ本体１１のクラン
プ部１６が弾性的に外方に変形せしめられ、そしてそのように変形されたクランプ部１６
を通じて、目的とするワークに対して押圧力が作用せしめられるようにした構造のクラン
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プ装置８０が、示されている。なお、それらの図において、先に示した実施形態と同様な
部分には、同一の符号を付して、詳細な説明は省略することとする。
【００６３】
要するに、それら図９～図１１において、クランプ本体１１の本体部１４におけるクラン
プ部１６との対向面となる支持面は、図示の如く、下側部分がクランプ部１６側に突出す
る段付き部８２が形成されてなる係止面８４として、構成されている。そして、この段付
き部８２に移動体１２の角部が当接せしめられて、係止された状態において、図９（ａ）
や図１０（ａ）に示される如く、移動体１２の突出湾曲面たる押圧面４０が、クランプ部
１６の摺動面２６に当接せしめられている。また、その状態において、図９（ａ）に示さ
れるように、移動体１２は、水平方向に対して所定の角度：α、例えば３°程度の傾斜を
もって配置せしめられているのである。
【００６４】
さらに、かかる状態において、締付ねじ１３を、その螺入方向（図において下方に進む方
向）に回転せしめると、締付ねじ１３は、その角部が本体部１４の係止面８４における段
付き部８２に当接、係止せしめられていることによって、その全体としての下方への移動
が阻止せしめられることとなる一方、そのような締付ねじ１３の螺入方向への回転による
下方への付勢作用によって、段付き部８２に係止された移動体１２の角部を回転中心：Ｐ
として、かかる移動体１２が下方に回動せしめられ、以て、クランプ部１６に対して外向
きの押圧力が作用せしめられることとなるのであり、それ故に、クランプ部１６の外側の
クランプ面２８を通じて、目的とするワークに対して、それをクランプする方向の押圧力
が作用せしめられ得るのである。
【００６５】
以上、本発明の具体的な構成について詳述してきたが、これはあくまでも例示に過ぎない
ののであって、本発明は、上記の記載によって、何等の制約をも受けるものではない。
【００６６】
例えば、前記の実施形態では、クランプ本体１１は、アルミニウム合金材料からなる押出
形材にて構成されていたが、クランプ本体１１の構成材料としては、クランプ部１６を弾
性変形可能と為し得る金属材料の何れもが、適宜に採用され得るものであり、また、切削
加工等の押出成形以外の加工方法や成形方法にて得られる部材にて、クランプ本体１１を
構成することも、勿論可能である。
【００６７】
　加えて、前記した実施形態では、何れも、移動体１２の押圧面４０が、外方に突出した
形態の湾曲面として構成されている一方、クランプ部１６の摺動面２６が平坦な傾斜面と
して構成されているが、これとは逆に、かかる押圧面４０を平坦な傾斜面とする一方、摺
動面２６を外方に凸なる湾曲面とすることも可能である。
【００６８】
また、例示の実施形態では、クランプ本体１１の本体部１４に設けられた案内面２０が、
クランプ部１６との対向方向に対して垂直に交わる平面にて構成されていたが、かかる案
内面２０を、例えば、上方に向かって拡開する傾斜面、つまりクランプ部１６側に向かっ
て下傾して延びる傾斜面にて構成することも、可能である。なお、本体部１４の案内面２
０を、そのような傾斜面にて構成する場合にあっては、有利には、この案内面２０に案内
される移動体１２の移動体１２の被案内面４２も、かかる案内面２０に対応した傾斜面に
て、構成される。
【００６９】
さらに、締付ねじ１３を、移動体１２に対して、自由回転可能に、且つ一体的に移動可能
に組み付ける組付構造も、例示の実施形態に示されるものに何等限定されるものではなく
、例えば、締付ねじ１３を移動体１２に対して、接着剤等にて接合したり、溶接したりし
て、一体化せしめるように、組み付けても良いのである。また、移動体１２の中心孔４８
から延出する締付ねじ１３の脚部６０に適当なナット部材を螺合せしめて、かかるナット
部材と締付ねじ１３のＴ頭部５８との間で、移動体１２の中心孔４８における凹所４４の
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底部を挟持せしめて、締付ねじ１３を移動体１２に対して組み付けることも、可能である
。
【００７０】
更にまた、前記実施形態では、締付ねじ１３や取付ボルト７４が、基台６２に設けられた
ねじ穴６８，７６に螺入せしめられることによって、クランプ本体１１が、基台６２に固
定されるようになっていたが、例えば、基台６２に設けられたＴ溝内に摺動可能に配置さ
れたＴナット等に対して、締付ねじ１３や取付ボルト７４を螺合せしめて、このＴナット
とクランプ本体１１との間で、基台６２のＴ溝形成部位を挟持することによって、クラン
プ本体１１を基台６２に対して固定することも、勿論可能である。
【００７１】
また、例示の実施形態では、クランプ本体１１における連結部１８の下面に、ワーク６６
をクランプしたときのクランプ本体１１の傾倒を防止するための凸部として、凸条３０が
一体形成されていたが、かかる凸部は、クランプ本体１１の下面に設けられておれば、そ
の形状や配設位置、個数等が、特に限定されるものではなく、また、場合によっては、省
略され得るものでもある。
【００７２】
加えて、前記実施形態のクランプ装置１０にあっては、水平に位置せしめられた基台に固
定されて、使用されるようになっていたが、例えば、装置全体を横向きに倒した状態で使
用するようにすれば、鉛直方向に直立して、位置せしめられた基台に対しても、容易に固
定されて、使用され得るのである。
【００７３】
その他、一々列挙はしないが、本発明は、当業者の知識に基づいて種々なる変更、修正、
改良等を加えた態様において実施され得るものであり、また、そのような実施の態様が、
本発明の趣旨を逸脱しない限り、何れも、本発明の範囲内に含まれるものであることは、
言うまでもないところである。
【００７４】
【発明の効果】
以上の説明からも明らかなように、本発明に従うクランプ装置にあっては、従来装置に比
して、より一層簡略な構造をもって、ワークが、確実に且つ安定的にクランプされ得るば
かりでなく、ワークが保持されるべき基台に対して、より簡単に且つ迅速に取り付けられ
得るのであり、以て、従来装置では到底得られない優れた使用性が、極めて有利に発揮さ
れ得ることとなるのである。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に従う構造を有するクランプ装置の一例を示す縦断面説明図である。
【図２】図１に示されるクランプ装置の平面説明図である。
【図３】図１に示されたクランプ装置を構成する移動体の縦断面説明図である。
【図４】図１に示されたクランプ装置を用いてワークをクランプする作業工程の一例を示
す説明図であって、クランプ本体を基台上に載置した状態を示している。
【図５】図１に示されたクランプ装置を用いてワークをクランプする作業工程の別の例を
示す説明図であって、クランプ本体に移動体を組み付けて、装置全体を基台に固定せしめ
た状態を示している。
【図６】図１に示されたクランプ装置を用いてワークをクランプする作業工程の他の例を
示す説明図であって、クランプ本体に組み付けられた移動体を下方に移動させて、クラン
プ本体のクランプ部を傾けることにより、ワークをクランプした状態を示している。
【図７】本発明に従う構造を有するクランプ装置の別の例を示す図５に対応する図である
。
【図８】図７に示されたクランプ装置を用いてワークをクランプする作業工程の一例を説
明するための図６に対応する図である。
【図９】本発明に従う構造を有するクランプ装置の更に別の例を示す説明図であって、（
ａ）及び（ｂ）は、それぞれ、ワークの開放状態及び締付け状態を示す正面説明図であり
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【図１０】図９に示されるクランプ装置の断面説明図であって、（ａ）及び（ｂ）は、そ
れぞれ、図９における（ａ）及び（ｂ）に対応して、ワークの開放状態及び締付け状態を
示す縦断面説明図である。
【図１１】図９及び図１０に示されるクランプ装置において用いられるクランプ本体の説
明図であって、（ａ）はその正面説明図、（ｂ）はその平面説明図である。
【符号の説明】
１０，７０，８０　クランプ装置
１１　クランプ本体
１２　移動体
１３　締付ねじ
１４　本体部
１６　クランプ部
１８　連結部
２０　案内面
２４　係合突部
２６　摺動面
２８　クランプ面
３０　凸条
３４　押圧ブロック
４０　押圧面
４４　凹所
５２　周溝
５４　係合リング
６２　基台
６６　ワーク
８２　段付き部
８４　係止面
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